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千葉天台司法書士事務所報酬規程

2026年（令和8年）3月21日最終更新
※本報酬規定は、事務所に直接連絡又は来所されたお客様を対象とするものであり、法人（金融機関等）との委託契約に基づき、間接的に受託した業務に関しては、別途、委託した法人（金融機関等）との間で取り決めた報酬規程に従うものとします。
※　事案の性質（事件の難易度、手続の複雑さ、不動産の数と評価額、早急度）により報酬は増減すること
　　があります。増減額は本報酬規定に記載のないものは、その都度依頼者との協議で決めます。
※　登録免許税・必要経費等の実費は別途ご負担願います。

相談業務
	
	報酬

	電話相談
	無料

	来所相談
	事前予約あり　無料　（原則30分間）：初回相談無料
事前予約なし　5,000円（税込5,500円）30分毎

	出張相談
	15,000円（税込み16,500円）（60分）

	書類チェック
	10,000円（税込み11,000円）



不動産登記
	
	基本報酬
	付随報酬
	実費等

	所有権保存
	30,000円（税込33,000円）
これに、別表１のとおり「評価加算」する。
	住宅用家屋証明書取得8,000円（税込8,800円）～
	登録免許税
不動産評価額の0.4％
郵送手数料
１庁あたり2,000円（税込2,200円）～

	※別表１　　　「所有権保存の評価加算」
算定評価基準額が
	1,000万円以下すべて
	基本報酬の1.0倍

	1,000万円を超え、1,500万円以下
	基本報酬の1.1倍

	1,500万円を超え、2,000万円以下
	基本報酬の1.2倍

	2,000万円を超え、2,500万円以下
	基本報酬の1.3倍

	2,500万円を超え、3,000万円以下
	基本報酬の1.4倍

	3,000万円を超え、3,500万円以下
	基本報酬の1.5倍

	3,500万円を超え、4,000万円以下
	基本報酬の1.6倍

	4,000万円を超え、以降500万円ずつ、同様に0.1ずつ増加倍数とする。




	所有権移転（売買・贈与ほか）
	56,000円（税込61,600円）
１筆（棟）増えるごとに1,500円（税込1,650円）加算
これに、別表２のとおり「評価加算」する。
	立会12,000円　　
（税込13,200円）
評価閲覧3,600円　　　　　　（税込3,960円）
評価証明書取得2,400円（税込2,640円）
登記簿謄本取得　　　　1通500円（税込550円）
登記情報取得　　　　　1通200円（税込220円）
	登録免許税
不動産評価額の2％
（但し、土地は1.5％の場合あり）
郵送手数料
１庁あたり2,000円（税込2,200円）～

	※別表２　「所有権移転の評価加算」
固定資産評価額が
	2,000万円以下すべて
	基本報酬の1.0倍

	2,000万円を超え、3,000万円以下
	基本報酬の1.1倍

	3,000万円を超え、4,000万円以下
	基本報酬の1.2倍

	4,000万円を超え、5,000万円以下
	基本報酬の1.3倍

	5,000万円を超え、6,000万円以下
	基本報酬の1.4倍

	6,000万円を超え、7,000万円以下
	基本報酬の1.5倍

	7,000万円を超え、8,000万円以下
	基本報酬の1.6倍

	8,000万円を超え、9,000万円以下
	基本報酬の1.7倍

	9,000万円を超え、1億円以下
	基本報酬の1.8倍

	1億円を超え、以降1,000万円ずつ、同様に0.1ずつ増加倍数とする。




	（根）抵当権設定
	54,000円（税込59,400円）
１筆（棟）増えるごとに1,500円（税込1,650円）加算
これに、別表３のとおり「評価加算」する。
	同上
	登録免許税
債権額×0.4％
郵送手数料
１庁あたり2,000円（税込2,200円）～

	（根）抵当権移転
	35,000円（税込38,500円）
１筆（棟）増えるごとに1,500円（税込1,650円）加算
これに、別表３のとおり「評価加算」する。
	同上
	登録免許税
債権額×0.1％（相続・合併）
債権額×0.2％（その他）
郵送手数料
１庁あたり2,000円（税込2,200円）～

	※別表３　「（根）抵当権設定の評価加算」
極度額または債権額が
	2,000万円以下すべて
	基本報酬の1.0倍

	2,000万円を超え、4,000万円以下
	基本報酬の1.1倍

	4,000万円を超え、7,000万円以下
	基本報酬の1.2倍

	7,000万円を超え、1億円以下
	基本報酬の1.3倍

	1億円を超え、1億5,000万円以下
	基本報酬の1.4倍

	1億5,000万円を超え、3億円以下
	基本報酬の1.5倍

	3億円を超え、4億円以下
	基本報酬の1.6倍

	4億円を超え、6億円以下
	基本報酬の1.7倍

	6億円を超え、9億円以下
	基本報酬の1.8倍

	9億円を超え、13億円以下
	基本報酬の1.9倍

	13億円を超え、以降5億円ずつ、同様に0.1ずつ増加倍数とする。




	抵当権抹消
	15,000円（税込16,500円）
１筆（棟）増えるごとに1,500円（税込1,650円）加算
	同上
	登録免許税
1,000円×不動産の数
郵送手数料
１庁あたり2,000円（税込2,200円）～

	所有権登記名義人表示変更・更正
	15,000円（税込16,500円）
１筆（棟）増えるごとに1,500円（税込1,650円）加算
	同上
	登録免許税
1,000円×不動産の数
郵送手数料
１庁あたり2,000円（税込2,200円）～


※　本人確認情報作成は60,000円（税込66,000円）～
※　登記原因証明情報作成は12,000円～39,600円（税込13,200～43,560円）
※　契約書作成は12,000円～50,000円（税込13,200円～55,000円）
※　乙号取得
   登記事項証明書のみ依頼　１通2,400円（税込2,640円）～
登記情報のみ依頼　1通1,200円（税込1,320円）～
但し、同時に同一官庁から取得の場合、2通目から１通につき半額

会社・法人登記
	
	基本報酬
	付随報酬
	実費等

	設立（株式会社）
	110,000円（税込121,000円）～
	
	登録免許税
　　　　　　　150,000円～
公証人電子定款認証
　　　　　　　約50,000円
郵送料

	設立（合同会社）
	80,000円（税込88,000円）～
	
	登録免許税
　　　　　　　60,000円～
郵送料

	募集株式の発行（増資）
	60,000円（税込66,000円）～
	
	登録免許税
増加額×0.7％（最低30,000円）
郵送料

	役員変更
	30,000円（税込33,000円）～
複数名は
40,000円（税込み44,000円）～
	
	登録免許税10,000円～
郵送料

	役員住所変更
	15,000円（税込み16,500円）～
	
	

	商号・目的等変更
	30,000円（税込33,000円）～
	
	登録免許税30,000円～
郵送料

	本店移転（同一管轄）
	33,000円（税込36,300円）～
	
	登録免許税30,000円～
郵送料

	本店移転（他管轄）
	53,000円（税込58,300円）～
	
	登録免許税60,000円～
郵送料

	解散・清算結了
	80,000円（税込88,000円）～
	
	登録免許税41,000円～
郵送料
※別途官報広告費が
約39,000円


※　議事録など文案を要する書面作成は１通につき13,500円（税込14,850円）～
※　官報公告代理手数料39,500円（税込43,450円）～



相続・遺言
	
	基本報酬
	付随報酬
	実費等

	相続による所有権移転登記
	56,000円（税込61,600円）
１筆（棟）増えるごとに1,500円（税込1,650円）加算
これに、別表４のとおり「評価加算」する。
	（戸籍等収集費用）
戸籍等・各証明書等1通2,400円（税込2,640円)
但し、同時に同一官庁から取得の場合、2通目から1通につき半額
（相続関係図作成費用）12,000円（税込13,200円）～
（遺産分割協議書作成費用）15,500円（税込17,050円）～

	登録免許税
不動産評価額×0.4％
郵送手数料
１庁あたり3,000円（税込3,300円）～
戸籍・住民票等実費

	※別表４　「相続を原因とする所有権移転登記の評価加算」
固定資産評価額が
	2,000万円以下すべて
	基本報酬の1.0倍

	2,000万円を超え、3,000万円以下
	基本報酬の1.1倍

	3,000万円を超え、4,000万円以下
	基本報酬の1.2倍

	4,000万円を超え、5,000万円以下
	基本報酬の1.3倍

	5,000万円を超え、6,000万円以下
	基本報酬の1.4倍

	6,000万円を超え、7,000万円以下
	基本報酬の1.5倍

	7,000万円を超え、8,000万円以下
	基本報酬の1.6倍

	8,000万円を超え、9,000万円以下
	基本報酬の1.7倍

	9,000万円を超え、1億円以下
	基本報酬の1.8倍

	1億円を超え、以降1,000万円ずつ、同様に0.1ずつ増加倍数とする。




	相続による預貯金名義変更
	１銘柄50,000円（税込55,000円）～
別表５参照
	（戸籍等収集費用）
戸籍等・各証明書等1通2,400円（税込2,640円)
但し、同時に同一官庁から取得の場合、2通目から1通につき半額
	切手代
戸籍・住民票等実費
ほか金融機関による手数料など

	別表５
相続による預貯金名義変更（１銘柄分（普通と定期は別途）、ただし、相続関係図、遺産目録、遺産分割協議書の各作成費は報酬に含まれます。）
	
	報酬
	係数
	付随費用
	実費等

	預金額50万円以下
	一律48,000円 (税込52,500円)
	左記報酬合計額に、次の（ア）に該当する係数を乗じた額を報酬総額（税込）とする。

（ア）相続人の数
１人・・・・・・1.0
２人・・・・・・1.05
３人・・・・・・1.1
４人・・・・・1.15以降１人につき0.05加算する。


	戸籍等・各証明書等1通2,400円（税込2,640円)
不動産謄本取得１通500円（税込550円）～
	金融機関による残高証明書、振込手数料など

印紙・切手代・各種証明書手数料・交通費等の実費

	預金額50万円超100万円以下の部分
	前項及び50万円を超えた額につき3％相当額（50万円で15,000円 (税込16,500円)）
	
	
	

	預金額100万円超250万円以下の部分
	前２項及び100万円を超えた額につき2％相当額（150万円で30,000円 (税込33,000円)）
	
	
	

	預金額250万円超500万円以下の部分
	前３項及び250万円を超えた額につき1.5％相当額（250万円で37,500円 (税込41,250円)）
	
	
	

	預金額500万円超1,000万円以下の部分
	前４項及び500万円を超えた額につき1.25％相当額（500万円で62,500円 (税込68,750円)）
	
	
	

	預金額1,000万円超2,500万円以下の部分
	前５項及び1,000万円を超えた額につき1％相当額（1,500万円で150,000円 (税込165,000円)）
	
	
	

	預金額2,500万円超5,000万円以下の部分
	前６項及び2,500万円を超えた額につき0.75％相当額（2,500万円で187,500円 (税込206,250円)）
	
	
	

	預金額5,000万円超１億円以下の部分
	前７項及び5,000万円を超えた額につき0.5％相当額（5,000万円で250,000円 (税込275,000円)）
	
	
	

	預金額１億円超３億円以下の部分
	前８項及び１億円を超えた額につき0.3％相当額（2億円で600,000円 (税込660,000円)）
	
	
	

	預金額額３億円を超える部分
	前９項及び３億円を超えた額につき0.15％相当額
	
	
	




	相続による株式その他有価証券等名義変更
	１銘柄48,000円（税込52,800円）～
	（戸籍等収集費用）
戸籍等・各証明書等1通2,400円（税込2,640円)
但し、同時に同一官庁から取得の場合、2通目から1通につき半額
	切手代
戸籍・住民票等実費
ほか金融機関による手数料など

	相続人調査（「相続関係図作成」含む）
	（相続関係図作成費用）
相続人1～4人まで
12,000円（税込13,200円）
相続人5名以上1人につき3,000円（税込3,300円）加算

	（戸籍等収集費用）
戸籍等・各証明書等1通2,400円（税込2,640円)
但し、同時に同一官庁から取得の場合、2通目から1通につき半額
	切手代
戸籍・住民票等実費
ほか金融機関による手数料など


	法定相続情報証明制度申出及び一覧図作成
	１つの相続につき、かつ、相続人1～4人まで
36,000円（税込39,600円）～
相続人5名以上1人につき3,000円（税込3,300円）加算
法定相続情報一覧図１通につき1,000円（税込1,100円）加算
	（戸籍等収集費用）
戸籍等・各証明書等1通2,400円（税込2,640円)
但し、同時に同一官庁から取得の場合、2通目から1通につき半額
	郵送手数料
１庁あたり3,000円（税込3,300円）～
戸籍・住民票等実費

	遺産分割協議書作成
	遺産：1～5項目まで、かつ、相続人1～4人まで
15,500円（税込17,050円）
遺産6項目以上1項目につき　2,400円（税込2,640円）加算
相続人5名以上1人につき6,000円（税込6,600円）加算
	
	

	遺産目録作成
	遺産：1～5項目まで、19,800円（税込21,780円）
遺産6項目以上1項目につき2,400円（税込2,640円）加算
	
	

	遺言公正証書作成援助
	80,000円（税込88,000円）～
	証人１名につき14,000円（税込15,400円）

	

	自筆遺言書作成援助
	50,000円（税込55,000円）～
	
	


※　不動産登記簿謄本取得500円/１通（税込550円）　不動産登記情報取得200円/１通（税込220円）
※　実費　　戸籍450円/１通　　除籍・原戸籍750円/１通　　住民票300円/１通


相続後　遺産整理・遺言執行（すべて、相続関係図、遺産目録、遺産分割協議書の各作成費は報酬に含まれます。）
	
	報酬
	係数
	付随費用
	実費等

	遺産総額500万円以下
	一律20万円（税込22万円）
	左記報酬合計額に、次の（ア）及び（イ）に該当する係数を乗じた額を報酬総額（税込）とします。

（ア）相続人の数
１人・・・・・・・・・0.9
２人・・・・・・・・・1.0
３人・・・・・・・・・1.1
４人以降１人につき0.1加算します。

（イ）遺産の個数※
１個・・・・・・・・・0.9
２個・・・・・・・・・1.0
３個・・・・・・・・・1.1
４個以降１個につき0.1加算します。
	戸籍等の証明書を取得した場合は、前述相続・遺言欄記載の所定の報酬を別途頂戴します。
	印紙・切手代・各種証明書手数料・交通費等の実費

	遺産総額500万円超1,000万円以下の部分
	前項及び500万円超につき3％相当額（税込3.3％相当額）
	
	
	

	遺産総額1,000万円超5,000万円以下の部分
	前２項及び1,000万円超につき2％相当額（税込2.2％相当額）
	
	
	

	遺産総額5,000万円超１億円以下の部分
	前３項及び5,000万円超につき1％相当額（税込1.1％相当額）
	
	
	

	遺産総額１億円円超３億円以下の部分
	前４項及び１億円超につき0.75％相当額（税込0.825％相当額）
	
	
	

	遺産総額３億円超える部分
	前５項及び３億円超につき0.5％相当額（税込0.55％相当額）
	
	
	


※遺産の種類ごと、又は、異なる申請書（依頼書、申立書など）ごとに個数を計算します。
家事審判申立
	
	基本報酬
	付随報酬
	実費等

	相続放棄

遺留分放棄

特別代理人選任

遺言書の検認

	１件につき52,000円　（税込57,200円）～
ただし、申立人・相手方・関係者の人数、又は、申立内容の複雑さにより、事前協議のうえ、報酬加算があります。
※3か月経過の相続放棄の場合は、
1件につき80,000円（税込み88,000円）～
	郵送手料数　3,000円（税込3,300円）～
※その他、申立ての準備段階で戸籍等の証明書を取得した場合は、前述相続・遺言欄記載の所定の報酬・実費を別途頂戴します。
※申立に同行した場合、出張日当として、後述出張日当欄記載の所定の報酬・実費を別途頂戴します。
	貼用印紙800円～
予納郵券（管轄裁判所所定による）
受理証明書印紙代等

	不在者財産管理人選任申立

失踪宣告申立
	1件につき80,000円（税込み88,000円）～
	郵送手料数　3,000円（税込3,300円）～
※その他、申立ての準備段階で戸籍等の証明書を取得した場合は、前述相続・遺言欄記載の所定の報酬・実費を別途頂戴します。
※申立に同行した場合、出張日当として、後述出張日当欄記載の所定の報酬・実費を別途頂戴します。
	貼用印紙800円～
予納郵券（管轄裁判所所定による）
予納金別途（不在者財産管理人）
官報広告費別途（失踪宣告）



成年後見・保佐・補助
	
	報酬
	付随費用
	実費等

	法定後見等申立書作成
	106,000円（税込116,600円）～
ただし、申立人・相手方・関係者の人数、又は、申立内容の複雑さにより、事前協議のうえ、報酬加算があります。
	戸籍等・各証明書等1通2,400円（税込2,640円)
不動産謄本取得　　１通　500円（税込550円）
	（後見の場合）
印紙800円
登記手数料2,600円
切手代4,650円
ほか各種証明書手数料・交通費等の実費

	後見等定期報告書作成
	46,200円（税込50,820円）
	同上
	同上


· 後見等登記事項証明書のみ依頼　１通3,600円（税込3,960円）～

家族信託
（報酬として、家族信託設計コンサルティング・信託契約書作成費・戸籍謄本、評価証明書等の収集・相続人調査確定作業・相続関係説明図作成・公証役場への立ち会い・金融機関との交渉・不動産会社との調整・信託口座開設への立ち会い・不動産登記（信託）報酬・相談、出張費は報酬に含まれます。）
	信託財産評価額
	報酬
	付随費用
	実費等

	3,000万円以下
	一律300,000円 (税込330,000円)
	相続税試算などがある場合、別途税理士報酬が発生します。

抵当権等の銀行ローンが残っている場合、不動産に農地が含まれている場合は別途費用が発生します。
	公正証書費用実費　４万円〜　信託財産により変動します

登録免許税　固定資産税評価額の土地０．３％　建物０．４％（不動産を信託する場合）

戸籍謄本、郵送費、交通費等実費

	3,000万円超1億円以下の部分
	前項及び3,000万円を超えた額につき1％相当額（7,000万円で700,000円 (税込770,000円)）
	
	

	1億円越え3億円以下の部分
	前２項及び1億円を超えた額につき0.5％相当額（2億円で1,000,000円 (税込1,100,000円)）
	
	

	3億円越え5億円以下の部分
	前３項及び3億円を超えた額につき0.3％相当額（2億円で600,000円 (税込660,000円)）
	
	

	5億円を超える部分
	前４項及び5億円を超えた額につき0.2％相当額
	
	


※信託監督人を置く場合は、別途信託監督人司法書士費用（月額1万円～ (税込1.1万円)）がかかります。

過払金・債務整理・破産・再生
	
	報酬
	付随報酬
	実費等

	任意整理
	基本報酬
1社あたり35,000円
　　　（税込38,500円）
減額報酬
利息制限法引直し残額と和解額との差額×10％（税込11％）
	応訴（被告）
基本１社あたり
39,800円（税込43,780円）
出廷費用１回あたり後述出張日当欄記載の所定の報酬・実費を別途頂戴します。
	債権者１社あたり
切手400円
印紙200円

	過払い金返還請求（完済した会社）
	基本報酬　不要
過払成功報酬
回収した金額×20％（税込22％）
	提訴（原告）基本１社あたり　13,200円
　　（税込14,520円）
出廷費用１回あたり後述出張日当欄記載の所定の報酬・実費を別途頂戴します。
	債権者１社あたり
切手400円
印紙200円

	個人再生
	住宅条項なし
330,000円(税込363,000円)
住宅条項あり
384,000円（税込422,400円）

	任意整理から個人再生手続に移行した場合は、債権者１社当たり別途6,000円（税込6,600円）を加算
再生委員面談同行12,000円（税込13,200円）
	通信費
債権者１社 　1,000円
印紙　　  　 10,000円
郵券　　　　　　4,180円
予納金　　　 12,268円
再生委員  150,000円
　　　　（住宅条項なし）
　　　　　　 　200,000円
　　　　（住宅条項あり）

	自己破産
	負債総額が500万円以下、かつ総債権者数７社以下の場合　240,000円
　（税込264,000円）
負債総額が500万円を超える、又は、総債権者数８社以上の場合300,000円
　　　　（税込330,000円）
	任意整理から個人破産手続に移行した場合は、債権者１社当たり別途6,000円（税込6,600円）を加算
裁判所審尋同行費用12,000円（税込13,200円）
	通信費
債権者１社　　1,000円
印紙　　　　　　1,500円
郵券　　　　　　1,230円
予納金等　　 10,584円
管財人費用
　　　　　20万～50万円



民事に関する紛争
	
	報酬
	付随費用
	実費等

	民事事件（訴額140万円以下の簡易裁判所管轄）の原告代理
（内容証明郵便代理含む）
	【着手金】
66,000円（税込72,600円）
但し、通常付随する調査、訴外での相手方との交渉、通知書作成、和解書作成を含む
【報酬】
勝訴判決又は裁判上の和解調書等を得た場合、若しくは訴外で和解した場合、実際に回収できた額の24％（税込26.4％）相当額
但し、最低報酬36,000円（税込39,600円）
	【訴訟した場合】
提訴１件あたり基本報酬 12,000円（税込13,200円）
【出廷費用】
1回あたりの所要時間
1～3時間12,000円
　　（税込13,200円）
3～6時間24,000円
　　（税込26,400円）
6時間超　36,000円
　　（税込39,600円）

	印紙・切手代・各種証明書手数料・交通費等の実費

	民事事件（訴額140万円以下の簡易裁判所管轄）の被告代理
	【着手金】
50,000円（税込55,000円）
【報酬】
裁判上の和解調書等又は訴外で和解した場合24,000円（税込26,400円）
但し、最低報酬12,000円（税込13,200円）
	【出廷費用】
同上
	印紙・切手代・各種証明書手数料・交通費等の実費

	訴状・答弁書・準備書面・調停調書・支払督促など裁判所提出書類作成
	1書類ごとに46,200円
　　　　　（税込50,820円）
	
	印紙・切手代・各種証明書手数料・交通費等の実費

	内容証明郵便作成（代理名義）
	46,200円（税込50,820円）
	
	切手代・各種証明書手数料等の実費

	内容証明郵便作成（依頼人本人名義）
	30,000円（税込33,000円）
	
	切手代・各種証明書手数料等の実費





出張日当
	
	報酬
	付随費用
	実費等

	
	1件あたりの所要時間
1時間15,000円
　　　（税込16,500円）
6時間超は１日と算定
50,000円　（税込55,000円）
以降、上記時間、日数により加算
	
	交通費
１日以上の場合は、宿泊費（ビジネスホテル）
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